
大阪府後期高齢者医療広域連合 

令和５・６・７年度 入札参加資格審査申請について（随時） 

１． 申請場所及び提出方法 

（１） 申請場所

〒５４０－００２８

大阪市中央区常盤町１丁目３番８号 中央大通ＦＮビル８階

大阪府後期高齢者医療広域連合 総務企画課 経理企画係

（２） 提出方法

郵送（宅配便を含む）又は上記場所へ持参提出

また、持参の場合、受付時間は下記のとおり

【受付時間】 

午前９時～午後５時 30分（正午～午後０時 45分を除く） ※土・日及び祝日を除く 

２．資格要件 

（１） 申請営業業種で２年以上その事業を行っていること。

（２） 国税及び地方税を滞納していないこと。

（３） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。

（４） 営業するにあたって、必要な免許、許可、認可又は登録を受けている者。

３． 提出書類 

【別紙一覧】入札参加資格審査申請提出書類一覧に記載するもの。 

（注意事項） 

①提出書類のうち、証明書関係は申請日より起算して３ヶ月以内に証明されていることが必要です。 

（ただし、有効期限の明示されたもので、その期限が申請日若しくはそれ以降のものはこの限りではありません。） 

②納税証明書にかかる審査基準日は、申請をする日の属する年の１月１日となります。 

③提出書類は、別紙一覧での番号順にフラットファイル等（Ａ４サイズ）に綴り提出してください。 

また、表紙及び背表紙に商号又は名称を記入してください。 

ただし、（様式５）使用印鑑届の２枚のうち１枚については、ファイルせずに提出してください。 

４． 資格の有効期間 

有資格者名簿が作成された日から令和８年５月 31日まで 

５． 問い合わせ 

大阪府後期高齢者医療広域連合 総務企画課 経理企画係 

ＴＥＬ ０６（４７９０）２０２９ 



【 別 紙 一 覧 】 

入札参加資格審査申請提出書類一覧 

書   類   名 備       考 

指 

定 

用 

紙 

1 
（様式１）令和５・６・７年度 入札参加資格 

審査申請書 

 

2 （様式２）業種別区分表（入札参加希望種目）  

3 （様式３）営業経歴書  

4 （様式４）誓約書  

5 （様式５）使用印鑑届 ２枚 １枚はファイルせず別に提出すること 

6 （様式６）委任状 
支店・営業所等に入札・契約・代金受領等の権限を委任

する場合のみ 

7 印鑑証明書（原 本） 法人は法務局、個人は市町村で発行のもの  

8 登記事項証明書（複写可） 法人の場合のみ 

９ 
住民票記載事項証明書その他の本人を証する書類 

（複写可） 
個人の場合のみ 

10 

納税証明書（複写可） 

○法人税、消費税及び地方消費税関係 

 （税務官署が発行する証明書） 

  ・法人：納税証明書「その３の３」 

   「法人税」と「消費税及地方消費税」に未納の税

額がないことの証明書 

 ・個人：納税証明書「その３の２」 

  「申告所得税及復興特別所得税」と「消費税及地

方消費税」に未納の税額がないことの証明書 

 

○市町村民税及び固定資産税関係 

 （本店又は主たる営業所（委任する営業所）の所在

地の市町村が発行する証明書） 

下記のどちらかを提出してください。 

 ・直近２年度分の納税証明書 

  固定資産税は、土地、家屋、償却資産を指します。 

  また、課税されていない場合はその旨申し出くだ

さい。 

 ・市町村民税に滞納がないことの証明書 

 

 ※ただし、上記書類以外でも、右記の条件を満たす

ものであれば可。 

（財務規則第82条 抜粋） 

 

１．審査基準日までに終了した直前２事業年度における

法人税又は所得税 

２．審査基準日の属する年度分及びその前年度分の本店

又は主たる営業所の所在地における市町村民税及

び固定資産税に係る納税又は非課税等の証明書並

びに、消費税及び地方消費税に係る納税又は非課税

等の証明書で、審査基準日以降に発行されたもの 

３．工事請負契約以外の契約に係る入札に参加しようと

する個人にあっては、審査基準日の前日の属する年

前２年分の所得税の確定申告書の写し 

 

○審査基準日 

 入札参加資格審査の申請をする日の属する年の 

１月１日 

11 各種免許及び許可証等（複写可） 

許可・登録等を要する業種のみ 

（営業について免許、許可又は登録を要するものにあっ

ては、免許証、許可証若しくは登録証の写し又は免許証

明書、許可証明書若しくは登録証明書） 



12 
建設業法第２７条の２７の規定に基づき経営事項審査

の結果を通知する書面の写し 
工事請負契約に係る入札の場合のみ 

 

※提出書類のうち、証明書関係は申請日より起算して３ヶ月以内に証明されていることが必要です。 


